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消費税率（国・地方）の引上げに伴う公の施設の使用料・利用料金等の対応について 

 

 

平成 26 年４月１日からの消費税率（地方消費税率を含む。）の引上げに伴う公の施設

の使用料・利用料金等の対応については、消費税（地方消費税を含む。）が、消費者が

最終的な負担者となることが予定されている間接税であることを踏まえ、円滑かつ適正

に転嫁されるよう、下記の点に留意の上、所要の措置を講じるようお願いします。 

 また、各都道府県におかれましては、貴都道府県内の市区町村に対しても、本通知に

ついて速やかにご連絡いただき、その趣旨が周知徹底されますようお願いします。 

なお、本通知は、地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 245条の４第１項に基づく

技術的な助言であることを申し添えます。 

 

記 

 

１ 公の施設の使用料については、消費税率引上げに伴い、消費税が円滑かつ適正に転

嫁されるよう、使用料の改定に係る条例改正等の措置を講じられたいこと。 

 

２ 公の施設の管理を指定管理者に行わせ、その利用料金を指定管理者に収入として収

受させている場合には、１と同様に消費税が円滑かつ適正に転嫁されるよう、指定管

理者による利用料金の改定等に係る必要な措置を講じられたいこと。 

殿 



その際、利用料金について定める条例の改正等が必要なときには、地方公共団体に

おいて適切に対処されたいこと。 

 

３ 公の施設の管理を指定管理者に行わせている場合には、地方公共団体が指定管理者

に支出する委託費についても、消費税率の引上げの影響額を歳出予算に適切に計上さ

れたいこと。 

なお、地方公共団体が公の施設の管理を指定管理者に行わせることは、地方公共団

体が指定管理者からサービスの提供を受けてその対価を支払う関係として、消費税の

課税対象と解されていることを申し添えます。 


